
人 人 人

％ ％ ％

人 人 人 人

人 ％ ％ ％

（人）

円

円

％

％

千円

千円

構成比 充当税等額
経常経費充当
一般財政額

経常収支比率
（減税補てん債及び
臨財債を経常一般財
源から除いた時）

17.9 5,824,832

26.6 8,856,374

4

3

23

48

17

1

被保険者数

被保険者1人当たり

人

37,357

279,010

11

人

円

1世帯当たり保険税

調定額

160,503 835,172

税調定額

被保険者1人費用

職員数

1,186

85,643

1,514 42,088

115,084

2,559

986,543

97,000

介 護 保 険

有

無

〃

〃

〃

〃

〃

下水道 （ 特 環 ）

駐 車 場 整 備

国 保 診 療 所

老 人 保 健

普通会計からの繰入額

上 水 道

下水道 （ 公 共 ）

272,567 19,210

34,351 947,912

869,127

収    支    額

法適用
の有無

事     業     名
収   支   額 国  保  会  計  の  状  況

183,168 千円

職員数

(人)（千円）

千円

世帯21,029加  入  世  帯

852,755普通会計からの繰入額

586

512

〃 457

765

1 707

691

32

〃

助         役

収   入   役

1

議 会 議 員

議 会 議 長

市 長 村 長 1

議会副議長

1

1

1

平成17年4月24日 971

329,427 346

40,192

〃

〃

〃

〃

教   育   長消 防 職 員

臨 時 職 員

338

951

うち技能労員

一 般 職 員

教育公務員

777

153

55

119

実数 適用開始
年月日

一般職員等（平成19年4月1日現在） 特別職等

職員数Ａ 給料支給総額Ｂ １人当たり支給月額 １人当たり給料
（報酬）月額
　　　　（千円）

区　　　　分区　　　　分

実質公債費比率 11.6 ％

広域
離島
辺地（４）
政令消防
リゾート
ふるさと
特定農山村
拠点都市
高度技術

事務の共同
処理の状況

ごみ処理
し尿処理
山林

事務機械施設

税滞納整理

減税補てん債及び臨
時財政対策債を経常
一般財源から除いた
    経常収支比率

千円

6,633,211 千円

収益事業収入

債務負担行為額

13.0 ％

9.0 ％

6,514,041 千円

31,403,764

％

千円

公債費比率

地方債許可制限比率

積立金現在高

地方債現在高

財政力指数

経常一般財源比率

54.6

100.6

76.1

6.7

95.2

％

21,880,982

102.1

0.681（3ｹ年平均）

平 成 18 年 度
決 算 状 況

コード番号

ふりがな

市町名

52,095

人口密度
(人/ｋ㎡）

都市計画
地域人口(人)人　　　　口

人口集中
地区人口(人)

面    積
     (ｋ㎡）

37,636

111.79

111.77国

調

372021

まるがめ

丸亀市

109,00638,229Ｈ１７年

Ｈ１２年

増減率

110,085人

108,356人

1.6 ％
H19.3.31

H18.3.31

984.7

969.5

住民基本
台帳人口

111,511

111,428

歳入歳出
差引き額 Ａ－Ｂ

C

区           分

1. 歳入総額 A 36,903,412

翌年度に繰り
  越すべき財源

D

歳出総額 B

10.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

E

積立額 G

単年度収支 F

実質単年度
収支F+G+H-I

J

1,473,221

15,234

1,457,987

繰上償還金 H

積立金取崩し額 I

実質収支

千
円

△ 181,902

823,040

35,430,191

平成１８年度
千
円 平成１７年度

42,799,783

700,000

△ 58,862

40,790,609

2,009,174

369,285

1,639,889

△ 270,750

962,581

910,000

△ 218,169

交付税種地区分

市町村類型 Ⅲ－1

交     付 市長の任期

Ⅰ－４ 平成21年4月23日

産     業     構     造

平成１７年
国勢調査

平成１２年
国勢調査

第１次区分

5.7

2,997

30.7 63.6

第２次 第３次

16,232 33,650

18,276 32,802

5 34 61

2,909

 指定団体等の状況

17,396,959 千円基準財政需要額

区　　分 指　　　数　　　等

千円

標準税収入額等

標準財政規模

12,208,840

15,854,023 千円

基準財政収入額

千円

円78,424

一般財源比率

自主財源比率

実質収支比率

経常収支比率

％

％

％

％

モーターボート競走

〃

〃
円139,317

35

（千円）

下 水 道 （ 農 集 ）

347

50,575 331

19,413 353

269,822

合 計

公
営
事
業
の
状
況

歳　　　　入　　(単位 千円 ％） 歳　　　　出　　（性質別）　　(単位 千円 ％）

区　　分 決算額 構成比 経常一般財源 構成比

地方税 13,031,387 35.3 13,031,387

5.5

8,359,193 35.4

区　　分 決算額58.3

人件費 9,441,799

地方譲与税 1,220,988 3.3 1,220,988

24.6 (26.0)

利子割交付金 67,129 0.2 67,129 0.3

うち職員給 6,352,933

(37.4)

3,685,113

16.9 2,485,402

5,807,468

3,669,748

(11.1)

配当割交付金 66,901 0.2 66,901 0.3

2,469,179 10.5扶助費 6,004,5990.2

公債費 3,848,6034.8

株式等譲渡所得割交付金 51,680 0.1 51,680

ゴルフ場利用税交付金 8,582 0.0

一時借入金利子

元利償還金8,582

自動車取得税交付金 220,399 0.6 220,399

地方消費税交付金 1,068,389 2.9 1,068,389

(64.9) 

0.0

1.0

10.9

28 0.0

10.93,848,575

15.6 (16.4) 

(16.4) 

28

3,685,085 3,669,720 15.6

28

15,026,889 14,498,120 61.5
1.6

小　　　計 19,295,001 54.5
地方特例交付金 349,623 0.9 349,623

維持補修費 190,614

物件費 3,814,311 2,307,440 9.8 (10.3)

地方交付税 6,489,136 17.6 6,026,959 27.0

10.8 2,902,288

0.5 145,178 145,178 0.6

一部事務組合 1,779,502

(0.7)

普通交付税 6,026,959 16.3 6,026,959 27.0

補助費等 3,372,939 2,365,269 10.0 (10.6)

特別交付税 462,177 1.4

9.5 2,891,781

5.0 1,441,986 1,285,772 5.4

投資及び出資金・貸付金 694,757

(5.8)

交通安全対策特別交付金 35,739 0.1 35,739 0.2

繰出金 3,759,138 3,141,157 13.3 (14.2)

小　　　計 22,609,953 61.3 22,147,776 99.2

10.6 3,387,501

(100.6)

分担金及び負担金 425,589 1.2

2.0 100,657 合      計 95.2

経常経費充当一般財源

使用料 1,003,149 2.7 51,316 0.2

積立金 827,910 2.3 820,000

22,457,164

手数料 456,038 1.2 0.0

前年度繰上充用金

歳入一般財源

国庫支出金 3,207,889 8.7

投資的経費 3,475,521 9.7 1,329,206

28,076,721

都道府県支出金 1,813,842 4.9

うち人件費 182,028 0.5 172,522

49,266

53,888 指定金融機関等の状況

財産収入 760,616 2.1 122,793 0.5

単独事業 2,159,151

県営事業負担金 196,071 0.6

6.1

普
通
建
設
事
業

補助事業 1,111,987 3.1寄附金 2,980 0.0

繰入金 1,266,878 3.4

諸収入 1,205,704 3.3 国直轄同級他

繰越金 2,009,174 5.4

8,727 0.0

失業対策事業費

受託事業

災害復旧事業費 8,312 0.0

100.0

市町村税　　　(単位 千円 ％）

地方債 2,141,600 5.8

歳 入 合 計 36,903,412 100.0 22,330,612

区 分 決 算 額  A 構成比  Aのうち普通建設事業費

歳　　　　出　　（目的別）　　(単位 千円 ％）

区　　分 決　算　額 構成比 増減率 26,603,500 （期間）Ｈ１９～Ｈ２８歳 出 合 計 35,430,191 100.0

5,375,845

Aの充当税等額
市町村民税

個人分 4,072,525 31.3 8.5

議 会 費 365,120 1.0

総 務 費 6,166,732 17.4 514,546

365,120

法人分 1,430,610 11.0 4.5

固定資産税 6,542,445 50.2 △ 5.6

3,072,115

民 生 費 11,253,229 31.9 168,871

衛 生 費 3,869,780 10.9 228,052

6,717,624

軽自動車税 235,752 1.8 7.4

市町村たばこ税 742,897 5.7 4.4

591,956

労 働 費 233,450 0.7  6,670

入湯税 7,158 0.1 皆増

27,849

 合 計 13,031,387 100.0 0.4

農林水産業費 834,817 2.4 270,774

市 町村民税 147,264

適  用  税  率  の  状  況

土 木 費 3,328,047 9.4 1,477,366 2,399,840

商 工 費 469,052 1.2

3,053,404

消 防 費 1,310,593 3.7 196,380

教 育 費 3,742,456 10.6

標準税率に対する比率

個人分 均等割 3,000(1,000)

206

583,371

1,188,343

所得割 1.00

公 債 費 3,848,603 10.9

法人分 均等割 3,000,000

100.0 3,467,209

1,750,000 災 害復旧費 8,312 0.0

410,000

26,603,500

諸 支 出 金 0.0

合 計 35,430,191

3,685,113

160,000

400,000

130,000

150,000

93.4

区     分 現年課税分 滞納繰越分

24.1固定資産税 98.2 92.1

基本計画策定の状況

合            計

法人税割

市町村民税 98.5 20.7 94.4

1,225,846

22.7

(指定)百十四銀行

(指定代理)香川県農協・香川銀行

(収納代理)

日本郵政公社他11機関

（名称）丸亀市総合計画206

固  定  資  産  税 合          計 98.41.4

徴
収
率
％

50,000

Ｂ／Ａ（人） （千円）

14.7

120,000


